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１ はじめに 

 

  全国的に少子高齢化が加速する中、宇陀市においても学校の小規模化が進んでいる現状を鑑み、次

代を担う子どもたちに望ましい教育環境をつくることを目的として、平成３１年３月に宇陀市学校規模適

正化検討委員会（以下「検討委員会」という。）が設置された。これを受けて、令和元年１１月に検討委員

会に対し、「宇陀市立小・中学校の規模及び配置の適正化に関する基本的な考え方について」の諮問が

行われた。 

少子高齢化のみならず、グローバル化や AI（人工知能）などの技術革新が急速に進み、予測困難な

これからの時代を生きていくために、子どもたちには自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、自ら判断し

て行動し、よりよい社会や人生を切り拓いていく力が求められている。このような力は決して一人で身に

付くものではなく、友達や先生、地域の人々などさまざまな人との関わりを通して育まれていく。よって、学

校の適切な規模や配置を整えることは、子どもたちの「生きる力」を育む環境をつくる上で大変重要であ

る。 

本市と同様の課題を抱える自治体の現状を踏まえ、文部科学省が平成２７年１月に示した「公立小学

校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」では、学校の規模については、小・中学校ともに「１２

学級以上１８学級以下」を標準としている。また、配置については、通学距離が「小学校で概ね４㎞以内、

中学校で概ね６㎞以内」、通学時間が「概ね１時間以内」を目安としている。ただし、これらの基準や目安

は弾力的なものであり、現在の学級数や児童生徒数の下で、具体的にどのような教育上の課題がある

かについて総合的な観点から分析を行い、保護者や地域住民と共通理解を図りながら、学校統合の適

否について考えることが求められている。 

検討委員会では、下記のとおり令和元年度からの 2年間で計４回の会議を開催し、本市の小・中学

校の現状や児童生徒数の推移などを分析するとともに、保護者・教職員を対象としたアンケート調査や

中間報告会で出された市民の意見などを参考に、宇陀市立小・中学校の適正な規模や配置の在り方に

ついて慎重に審議を行ってきた。 

 

・令和元年１１月１２日（火） 第１回宇陀市学校規模適正化検討委員会 

・令和元年１２月９日（月）～１２月２０日（金） 保護者・教職員アンケートの実施 

・令和２年２月７日（金） 第２回宇陀市学校規模適正化検討委員会 

・令和２年７月９日（木） 第３回宇陀市学校規模適正化検討委員会 

・令和２年８月２９日（土） 第１回中間報告会 

・令和２年１０月１７日（土） 第４回中間報告会 

※第２回中間報告会及び第３回中間報告会は参加者希望者少数のため中止 

・令和３年１月２２日（金） 第４回宇陀市学校規模適正化検討委員会 

 

本答申は、以上のような経過を経てこれまで審議してきた結果を取りまとめたものである。本答申が、

今後、宇陀市の児童生徒にとってより良い教育環境づくりに向けた指針となると同時に、各関係者や市

民の十分な理解と協力の下、将来を見据えた適正規模及び適正配置の具体的な取組へと反映されるこ

とを期待する。  
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２ 宇陀市立小・中学校の統廃合の歴史と子どもの現状について 

 

(1) 宇陀市立小・中学校の統廃合の歴史 

戦後の学校制度の改革により、昭和２２年から小学校６年及び中学校３年を義務教育とするこ

とが定められ、本市の前身となる大宇陀、菟田野、榛原の３町と室生村においても、戦後の新しい

時代を担う子どもたちに希望と期待を託し、必要な教育を受けさせるための施設として小・中学校

が整備された。その後、各地域の児童生徒数の増減に合わせていくつかの小・中学校の統廃合が

行われてきたが、昭和４０年代後半の第２次ベビーブームを境として子どもの数は減り続け、各地

域に点在する小学校においては一定規模の子どもの数を維持できない学校も現れた。このため、

市制発足時の平成１８年に、菟田野の３小学校を１校に、榛原の４小学校を２校に統廃合した。さら

に、平成２２年及び平成２５年に大宇陀の４小学校を１校に、平成２８年には室生の２小学校を１校

に統廃合することになり、結果として、現在、宇陀市には小学校６校、中学校４校が存在している。 
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【図 1-1】宇陀市立小学校の統廃合の歴史（昭和 22 年以降） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 宇陀市立小・中学校の子どもの現状 

ア 児童生徒数の推移 

市制発足時の平成１８年からの各小・中学校及び市全体の児童生徒数の推移は【グラフ 1-1】、

【グラフ 1-2】のとおりである。市制発足時と比較すると、市全体の児童生徒数は１０年で約３割減少

し、２０年で約５割減少する見込みである。 

イ 学力、体力等の現状 

小学校第６学年及び中学校第３学年を対象に行われている全国学力・学習状況調査における

過去７年間の市内の児童生徒の学力については【グラフ 2-１】、【グラフ 2-2】、学習意欲については

【グラフ 3-1】、【グラフ 3-2】、規範意識・自尊心については【グラフ 4-1】、【グラフ 4-2】のとおりであ

る。 

  

-２- 

【図 1-2】宇陀市立中学校の統廃合の歴史（昭和 22 年以降） 
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【グラフ 1-1】市内小学生の人口推移 【グラフ 1-2】市内中学生の人口推移 

　　※大宇陀小　H20～H21（大宇陀小・野依小・守道小・田原小の計）
　　　　　　　　H22～H24（大宇陀小・野依小の計）
　　※室生小　　H20～H27（室生西小・室生東小の計）

　H20～R2　5.1現在
　R3～R9　住民基本台帳より（H31.3　教職員課提出資料より）
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宇陀市児童数の推移（H18～R9）

市全体 大宇陀小 菟田野小 榛原小

榛原東小 榛原西小 室生小

学校別児童数

〔人〕

市全体児童数
〔人〕

　H20～R2　5.1現在
　R3～R6　住民基本台帳より（H31.3　教職員課提出資料より)
        　　　　　　　　　　　　　※過去３年間の入学率考慮
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市全体 大宇陀中 菟田野中 榛原中 室生中

学校別生徒数

〔人〕

市全体生徒数
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国語、算数・数学の平均正答率については、小学校は全国平均より 2～８ポイント程度下回ってお

り、国語が下降傾向にある。中学校は平成２９年度を除くと概ね全国平均並みと言える。 

 

国語、算数・数学等の教科に対する学習意欲は少しずつではあるが改善傾向にあり、小・中学校

ともに全国平均並みとなっているが、全国的な傾向と同様に中学生になると学習意欲が低下する。 

 

規範意識・自尊心については、特に中学校において、「自分にはよいところがあると思う」生徒や

「将来の夢や目標を持っている」と答えた生徒の割合が低く、自尊心について課題がある。 

-４- 

【グラフ 2-1】国語・算数の全国平均との差（小学校） 【グラフ 2-2】国語・数学の全国平均との差（中学校） 

【グラフ 3-1】市内小学生の学習意欲 【グラフ 3-2】市内中学生の学習意欲 

「全国学力・学習状況調査」より 「全国学力・学習状況調査」より 

【グラフ 4-1】市内小学生の規範意識・自尊心 【グラフ 4-2】市内中学生の規範意識・自尊心 

「全国学力・学習状況調査」より 「全国学力・学習状況調査」より 



小学校第５学年及び中学校第

２学年を対象に行われている全国

体力・運動能力、運動習慣等調査

における過去７年間の市内の児童

生徒の体力・運動能力については

【グラフ 5】のとおりである。 

体力･運動能力については、平

成２７年以降、小・中学校とも全国

平均と同等か全国平均をやや上

回っている。 

 

ウ 部活動の現状 

令和２年６月現在の市内中学校の

部活動の状況は【表１】のとおりである。 

部活動は、異年齢との交流の中で、

生徒同士や教員と生徒等の人間関係

の構築を図ることなどに教育的意義が

ある。そのため、一定規模の部員数によ

る活動を行うことができるように、生徒

数の減少に伴い、各中学校では部活動

の種類や数を精選してきた。一方で、生

徒の多様な興味・関心に応じた活動を

保障するために、他校と合同で行う部

活動も見られる。 

 

 

 

 

３ 保護者や教職員が望む学校の適正な規模及び配置について 

 

(1) 宇陀市学校規模適正化に関するアンケート調査結果 

宇陀市立小・中学校の適正規模・適正

配置を検討するための基礎資料とするた

め、市内の幼稚園、保育所(園)、こども園、

小・中学校の保護者及び教職員を対象に

令和元年１２月９日（月）～１２月２０日

（金）の期間において、アンケート調査を実

施した。 

【グラフ 5】市内小・中学生の体力・運動能力 

【表１】市内中学校の部活動の状況（R2.6 現在） 

R2.6.25現在

大宇陀
中学校

菟田野
中学校

榛　原
中学校

室　生
中学校

生徒数 107 94 353 67

陸上競技 10 27 24

野球 2 6 16 9

ソフトテニス（男） 10 10

ソフトテニス（女） 13 12

バスケットボール（男） 8 22

バスケットボール（女） 13

バレーボール（男） 24 12

バレーボール（女） 9 17 8

バドミントン 20 21

卓球 19

剣道 17

吹奏楽 9 16 18 10

書道 12 13

科学 3

美術 14 39

文芸 6

文化研究 6

部活加入者 98 85 259 57

加入率 91.6% 90.4% 73.4% 85.1%

令和２年度　宇陀市立中学校の部活動の状況

24

【表２】アンケート調査対象者及び回収率等 

調査対象者 配布数 回収数 回収率 

幼稚園・保育所(園)・こども園保護者 518人 468人 90.3％ 

小学校保護者 848人 726人 85.6％ 

中学校保護者 558人 410人 73.5％ 

教職員 364人 351人 96.4％ 

合   計 2，288人 1，955人 85.4％ 

 

-５- 



 

ア １学級当たりの望ましい児童生徒数 

小・中学校の適正な規模に係る質問項目として挙げている。結果は、小学校については【グラフ

6-1】、【グラフ 6-2】、中学校については【グラフ 7-1】、【グラフ 7-2】のとおりである。 

 

小・中学校ともに「１学級当たりの望ましい児童生徒数」は、保護者、教職員とも「２１～３０人」

が最も多く、小学校については全体の約６割、中学校については全体の約５割を占めた。また、小・

中学校ともに望ましい児童生徒数を「11～２０人」と答えた理由として最も大きな割合を占めたの

は、「個に応じた丁寧な指導が期待できる」であり、３１～４０人と答えた理由として最も大きな割合

を占めたのは、「多様な考えに触れることができる」であった。少人数を望ましいと考える保護者は

少人数指導のメリットを、多人数を望ましいと考える保護者は多人数指導のメリットを期待している

ことが見て取れる。また、小・中学校ともに、望ましい児童生徒数を「１０人以下」と答えた保護者や

教職員の割合は、全体の１％に満たなかった。 

【グラフ 6-1】 

小学校１学級当たりの望ましい児童数 

【グラフ 6-2】 

小学校１学級当たりの望ましい児童数とその理由 

【グラフ 7-1】 

中学校１学級当たりの望ましい生徒数 

【グラフ 7-2】 

中学校１学級当たりの望ましい生徒数とその理由 

-６- 



 

イ １学年当たりの望ましい学級数 

小・中学校の適正な規模に係る質問項目として挙げている。結果は、小学校については【グラフ

8-1】、【グラフ 8-2】、中学校については【グラフ 9-1】、【グラフ 9-2】のとおりである。 

 

小・中学校ともに「１学年当たりの望ましい学級数」は、保護者、教職員とも「2～3学級」が最

も多く、小学校については全体の約８割、中学校については全体の約６割を占めた。望ましい学級

数を「１学級」と答えた理由として最も大きな割合を占めたのは、「友達同士互いに理解が深まり、

親密になれる」ことであり、２～５学級と答えた理由として最も大きな割合を占めたのは、「友達同

士でトラブルがあった場合、クラス替えで環境を変えることができる」ことであった。また、中学校で

は、４学級以上と答えた理由として「PTA活動の負担が少ない」が大きな割合を占めた。 

  

【グラフ 8-1】 

小学校１学年当たりの望ましい学級数 

【グラフ 8-2】 

小学校１学年当たりの望ましい学級数とその理由 

【グラフ 9-1】 

中学校１学年当たりの望ましい学級数 

【グラフ 9-2】 

中学校１学年当たりの望ましい学級数とその理由 
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ウ 望ましい通学時間 

小・中学校の適正な配置に係る質問項目として、徒歩通学とバス通学に分けて挙げている。結

果は、小学校については【グラフ 10-1】、【グラフ 10-2】、中学校については【グラフ 11-1】、【グラフ

11-2】のとおりである。 

 

小・中学校ともに通学時間について、「徒歩通学」では３０分未満と答えた割合が最も多く、小

学校については保護者全体の回答の約９割、中学校については保護者全体の回答の約８割を占

めた。「バス通学」でも３０分未満と答えた割合が小・中学校ともに最も多く、小学校については保

護者全体の回答の約８割、中学校については保護者全体の回答の約７割を占めた。また、小・中学

校ともにバス通学で３０分以上と回答した割合が徒歩通学よりも約１割増え、さらに、中学校で徒

歩通学、バス通学ともに、３０分以上と回答した割合が小学校よりも約１割増えている。 

 

  

【グラフ 10-1】 

小学校の望ましい通学時間（徒歩通学） 

【グラフ 10-2】 

小学校の望ましい通学時間（バス通学） 

【グラフ 11-1】 

中学校の望ましい通学時間（徒歩通学） 

【グラフ 11-2】 

中学校の望ましい通学時間（バス通学） 
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エ 児童生徒に必要な教育環境 

小・中学校の教育環境の整備に係る質問項目として挙げている。結果は【グラフ 12】のとおりで

ある。 

児童生徒に必要な教育環境について、「社会性や協調性、コミュニケーション能力を身に付け

ることができる環境」と答えた割合が保護者、教職員ともに最も多く、「子ども同士が刺激し合い、

学力・体力を高め合うことができる環境」、「一人一人が行き届いたきめ細かな指導を受けること

ができる環境」が続き、ともに約２割を占めた。また、 保護者においては、「多様な学習形態の授

業により、個々の能力を高めることができる環境」も約２割を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 中間報告会における市民の意見 

検討委員会では、アンケート調査の結果及び本委員会における審議の状況を市民に周知する

ことを目的として、令和２年８月から１０月にかけて、合計４回の中間報告会の実施計画を立てた。

しかし、うち２回は参加申込みが少数であったため中止としたことにより、実際には、８月と１０月の

２回の中間報告会を実施した。延べ１６名の一般市民の参加があり、幼稚園やこども園、小・中学

校に子どもを通わせている保護者等と直接意見交換する場として大変有意義であった。２回の中

間報告会を通して、市民の学校規模適正化に関わる意見の中で多かった内容については、概ね

次のとおりである。 

 

〇市として具体的に、どの学校を廃止し、どの学校と統合しようと計画しているのか明確に示してほ

しい。 

〇学校の適正化は子どもの数だけで考えるのではなく、特色のある教育や教育の質を高めるとい 

う視点で進めるべき。 

〇子どもが減ることを前提に学校の適正化を考えるのではなく、人口増や地域の活性化等と関連

付けて、他の部局とも連携して市全体で取り組むべき。 

〇もっと積極的に市民に周知する機会をもち、多くの意見を拾い上げる努力をする必要がある。 

 

中間報告会では、他にも本市の子どもの現状を踏まえた課題提起や、改善のための具体的な

提案など活発な意見交流が行われた。 
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４ これからの時代に適応した望ましい宇陀市立小・中学校の姿について 

 

以上のように、検討委員会では令和元年度からの 2年間、宇陀市の子どもの現状や保護者・教職員

を対象としたアンケート調査の結果及び中間報告会での市民の意見などを踏まえ、望ましい宇陀市立

小・中学校の規模や配置について審議してきた。その最中、新型コロナウイルス感染症が猛威を振るい、

世界中の人々の生活様式を一変させた。学校教育においても、これに対応すべく、児童生徒１人に１台の

パソコンと高速大容量の通信ネットワークが急速に整備され、場所や時間の制限を受けずに学習者の

ニーズに応じた学びを提供できるようになった。一方で、新型コロナウイルス感染症対策を講じる中で、

複雑で予測困難なこれからの社会において、多様な他者と協働しながら課題解決を図ることの重要性も

実感することとなった。宇陀市としても、このように急速に変化する社会に柔軟に対応しながら、主体的に

よりよく生きる力を身に付けた子どもを育む必要がある。そのために、ICTを活用して個に応じた学びを

充実させるとともに、それが孤立した学びに陥らないように、探究的で体験的な活動を通して、子ども同

士や多様な人との関わりの中で学ぶ環境を整えることが不可欠である。このような社会の変化を踏まえ

つつ、検討委員会では、これからの時代に適応した望ましい宇陀市立小・中学校の姿について、次のよう

に考えた。 

 

（１） 学校の統廃合により望ましい学級規模を維持していく場合 

アンケート調査の結果では、多くの保護者や教職員が理想と考える「１学級当たりの児童生徒

数」は、小・中学校ともに「２１～３０人」であった。令和２年度の５月現在の宇陀市立小・中学校の

各学年の児童生徒数及び学級数は【表３】のとおりであり、小学校の 40.4%、中学校の 50.0%

が理想とする「２１～３０人」の学級となっている。一方で、小学校の 48.9%、中学校の 37.5%が

「２０人以下」の学級となっており、小学校の学級の小規模化が進んでいることが分かる。逆に、理

想とする児童生徒数より多い「３１人以上」の学級は、小学校で１０.6％、中学校で 12.5％存在す

る。 

また、多くの保護者や教職員が理想と考える「１学年当たりの学級数」は、小・中学校ともに「2

～3学級」であった。令和 2年度では、小学校の 30.6%、中学校の 58.3%の学年が２学級以上

となっている。ただし、この中には教職員の加配等によって２学級を維持している学年が３小学校と

３中学校に存在するため、これらを除くと、２学級以上を維持できる学年は、小学校で 22.2%、中

学校で 25.0%となる。国の基準では、１学年当たりの学級数が２学級以上となるためには、１学年

当たりの児童生徒数が４０人（小学校第１学年は３５人、令和３年度からの５年間で、小学校第２学

年から段階的に３５人に引き下げられる予定）を超える数により決まり、その数の多寡によって理想

とする「２１～３０人」学級が生まれる可能性もある。しかし、菟田野小学校、榛原西小学校、室生小

学校、菟田野中学校、室生中学校では、現在、各学年の児童生徒数が４０人を大きく下回ってお

り、今後も１学年で４０人を上回る児童生徒数を期待するのは厳しい現状である。将来、これらの学

校に通う児童生徒が「社会性や協調性、コミュニケーション能力を身に付けることができる環境」

や「子ども同士が刺激し合い、学力・体力を高め合うことができる環境」を十分に保障し、クラス替

えのできる学級数を確保するためには、３０分の通学時間を目安として、小学校及び中学校の統廃

合を具体的に検討していく必要がある。 
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（２） 少人数であっても地域に根差した学校を維持していく場合 

理想とする学校規模を維持することが難しくても、地域コミュニティの核として学校を存続させ

る場合においては、「一人一人が行き届いたきめ細かな指導を受けることができる」という少人数

指導のメリットを最大限に生かした特色のある教育を行う一方で、デメリットを克服する手立てを講

じ、「社会性や協調性、コミュニケーション能力を身に付けることができる環境」や「子ども同士が

刺激し合い、学力・体力を高め合うことができる環境」の確保に努める必要がある。 

具体的には、義務教育学校や中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校として存続させ

ることにより、管理職を含めた小・中学校の全教職員を併任させることができるため、小学校の教

科担任制の導入など小規模校のデメリットを補完する教育環境を整えることも期待できる。また、

各教科等の授業時数を減らし、その減らした教科等の内容を代替することのできる小中一貫教科

等を設定し、減らした授業時数に充てるなど、９年間を見通した特色のある教育を行うこともでき

る。 

ただし、義務教育学校や中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校は、１学級当たりの児

童生徒数の改善に結び付くものではない。多様な見方・考え方に触れる機会が少ないなどの少人

数学級のデメリットを克服するためには、他の小・中学校とテレビ会議システムでつなぐ遠隔合同

【表３】宇陀市立小中学校の児童生徒数及び学級数（R2.5 現在） 
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授業を行うことなどが考えられ、新型コロナウイルス対策として急ピッチで整備された ICT機器の

活用が期待される。 

以上のように、少人数であってもそのデメリットを克服し、他の学校にはない魅力のある教育を

行うことにより、市内全域から就学を希望する児童生徒を一定数見込むことができれば、小規模

校特認校制度を活用することにより少人数学級の緩和につなげることもできると考える。 

 

（３） 今後の見通しについて 

令和２年８月現在、令和８年度までの市内

小学校の入学予定者数は【表４】のとおりであ

る。県の基準では、２学年の児童数が１４人

（第１学年を含む場合は６人）以下となる場

合、複式学級が編成される。複式学級とは、２

学年以上の児童生徒から編成される学級の

ことで、１名の学級担任等が１つの教室で２学

年以上の学習指導等を同時に担当する。多く

の複式学級では、45～５０分間の授業の中

で、学級担任等による直接指導を各学年交互に行うため、教職員の指導力や児童生徒の主体的

に学ぶ力に大きく左右される。このため、学力低下を心配する保護者の声もあり、複式学級をもつ

県内のへき地の学校では、教職員等の加配により単学級を維持しているケースも少なくない。 

本市においては、令和９年度以降に室生小学校の第２・３学年が複式学級となる可能性があり、

そのメリットやデメリットを踏まえた上で、統廃合を行うか否かの決断が求められる。仮に統廃合を

行う場合、受け入れ側の校舎を整備する時間が必要となることから、令和６年度末には決定してお

かなければならない。また、榛原西小学校区においても出生数の減少により、令和２年度に榛原西

幼稚園が榛原幼稚園に統廃合され、幼児が一定の規模の中で教育を受ける環境が整えられた。

しかし、卒園後は榛原西小学校に就学し、再び小規模集団の中で学ぶことになる。この環境の変

化が子どもに与える影響等について保護者の意見などを踏まえながら、統廃合を行うか否かを検

討していく必要がある。一方で、中学校においては、現状では、県の方針として複式学級が編成さ

れることはないが、今後、統廃合を検討する視点の一つとして、部活動の維持、充実を図ることが

市議会や中間報告会の中で挙げられた。 

 

以上の基本的な考え方の参考としたアンケート調査は、コロナ禍以前に行われたものであり、その後の

人々の生活様式や学校のめまぐるしい変化に伴い、適正な学校の規模や配置についての考え方も変化

していくことが予測される。今後も社会や地域の現状、市民の意見等を総合的に踏まえ、これから小・中

学校に通う子どもたちにとって最適な学習環境を整えるために、どのような学校の形が考えられるか、具

体的なビジョンを示した上で、準備を進めていくことが求められる。

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

大宇陀小 28 36 29 21 19 24 10

菟田野小 17 20 21 21 23 14 8

榛原小 58 43 43 35 36 35 12

榛原東小 35 30 36 21 30 14 10

榛原西小 19 10 15 12 11 16 7

室生小 18 15 14 12 6 7 1

市内小学校入学予定者数（R2.8月現在）

【表４】市内小学校入学予定者数（R2.8 現在） 
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令和３年３月３日  

宇陀市教育員会 

教育長 福田 裕光 様 

宇陀市学校規模適正化検討委員会 

委員長 赤沢 早人 

 

 

答 申 書 

 

 

 宇陀市学校規模適正化検討委員会条例（平成３１年宇陀市条例第１４号）第２条第１項の規

定により、令和元年１１月１２日付けで諮問のあったことについて、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

⑴ 宇陀市立小・中学校の規模の適正化に関する基本的な考え方について 

宇陀市立小・中学校の規模は、子ども同士が刺激し合い、学力・体力を高め合うととも

に、社会性や協調性、コミュニケーション能力を身に付けることができる環境を確保するた

めに、各学年２～３学級を適正とする。 

ただし、地域住民、特に学校教育の直接の受益者である児童生徒の保護者や将来の受

益者である就学前の子どもの保護者の意見を踏まえ、適正な規模を維持できない小・中

学校を存続させる場合には、「一人一人が行き届いたきめ細かな指導を受けることができ

る」という少人数指導のメリットを最大限に生かした特色のある教育を行うとともに、その

デメリットを克服するための手立てを講じること。 

 

⑵ 宇陀市立小・中学校の配置の適正化に関する基本的な考え方について 

宇陀市立小・中学校の配置は、徒歩通学、バス通学にかかわらず、概ね３０分程度の通

学時間を適正とする。 
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○宇陀市学校規模適正化検討委員会条例 

平成３１年３月２５日 

条例第１４号 

（設置） 

第１条 宇陀市立小学校及び中学校の適正規模及び適正配置について検討し、望ましい教育環境の整

備に取り組むため、宇陀市学校規模適正化検討委員会（以下「検討委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 検討委員会は、宇陀市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、宇陀市立小学

校及び中学校の適正規模及び適正配置に関することその他教育委員会が必要と認める事項につい

て審議し、教育委員会に答申する。 

２ 検討委員会は、必要に応じ、前項に規定する事項について、教育委員会に建議することができる。 

（組織） 

第３条 検討委員会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市立学校長及び市立幼稚園長 

(3) PTAの代表者 

(4) 自治会の代表者 

(5) その他教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 検討委員会に委員長及び副委員長を１人置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、検討委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 検討委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長が選出されていないときは、教育委員

会が招集する。 

２ 会議の議長は、委員長がこれに当たる。 

３ 検討委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 検討委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

５ 委員長は、必要に応じ検討委員会に委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は

必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 検討委員会の庶務は、教育委員会事務局教育総務課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が検討委員会に

諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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宇陀市学校規模適正化検討委員会委員名簿 

任期：平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

  

  委員氏名 所   属   等 備   考 

学識経験者 
赤沢 早人 奈良教育大学 教授 H31.4.1～R3.3.31 

東畠 智子 奈良教育大学教職大学院 准教授 H31.4.1～R3.3.31 

市立学校長及び 

市立幼稚園長 

杉本 仁美 幼稚園園長代表 H31.4.1～R2.3.31 

太田千佳子 幼稚園園長代表 R2.4.1～R3.3.31 

中島 史朗 小学校校長代表 H31.4.1～R3.3.31 

泉尾 勝英 中学校校長代表 H31.4.1～R3.3.31 

PTAの代表者 

砥出 孝子 市 PTA幼稚園代表 H31.4.1～R2.3.31 

鍛治本 克彦 市 PTA幼稚園代表 R2.4.1～R3.3.31 

倉本 博光 市 PTA小学校代表 H31.4.1～R2.3.31 

丸谷 和樹 市 PTA小学校代表 R2.4.1～R3.3.31 

渡辺 光世 市 PTA中学校代表 H31.4.1～R2.3.31 

覺地 優子 市 PTA中学校代表 R2.4.1～R3.3.31 

自治会の代表者 

中野 利幸 大宇陀連合自治会代表 H31.4.1～R3.3.31 

今西 康温 菟田野連合自治会代表 H31.4.1～R2.3.31 

山中 正策 菟田野連合自治会代表 R2.4.1～R3.3.31 

桒谷 宗久 榛原連合自治会代表 H31.4.1～R3.3.31 

上田 一彦 室生連合自治代表 H31.4.1～R3.3.31 

その他教育委員

会が必要と認め

る者 

辻合 裕二 株式会社 共益社 代表取締役 H31.4.1～R3.3.31 

増井 早知峰 早知峰 GARDEN＋LANDSCAPE主催 H31.4.1～R3.3.31 

勝村 茂之 宇陀市企画財政部財政課長 H31.4.1～R3.3.31 
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宇 教 第 １２１７号 

令和元年１１月１２日 

宇陀市学校規模適正化検討委員会 

委員長 赤沢 早人 様 

宇陀市教育委員会 

 

 

諮 問 書 

 

 

 宇陀市学校規模適正化検討委員会条例（平成３１年宇陀市条例第１４号）第２条第１項の規

定により、下記の事項について諮問します。 

 

記 

 

１ 諮問事項 

 ⑴ 宇陀市立小・中学校の規模の適正化に関する基本的な考え方について 

 

 ⑵ 宇陀市立小・中学校の配置の適正化に関する基本的な考え方について 

 

 

２ 諮問理由 

  児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通

じて思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身につけさ

せることが重要であり、一人一人の資質や能力を伸ばしていくうえでも、小・中学校では一

定の集団規模が確保されていることが望ましいものと考えられます。 

  全国的に少子化が進む中、宇陀市においても、小・中学校の小規模化が進んでおり、今後も

この傾向は続くものと考えられます。 

宇陀市の児童生徒にとって、よりよい教育環境を創るため、将来を見据えた適正規模及

び適正配置の在り方について、検討する必要があると考えています。 

以上のことから、上記に掲げる事項について諮問します。 
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